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改  正  後 現  行 

 

平成21年５月28日 21農振第438号 

農村振興局整備部長から 

地方農政局整備部長、北海道開発局農業水産部長、 

沖縄総合事務局農林水産部長あて 

一部改正 

平成21年６月16日 21農振第638号 

農村振興局整備部長 

一部改正 

令和３年４月22日 ３農振第256号 

農村振興局整備部長から 

地方農政局農村振興部長、北海道開発局農業水産部長、 

沖縄総合事務局農林水産部長あて 

一部改正 

令和７年６月30日 ７農振第985号 

農村振興局整備部長から 

地方農政局農村振興部長、北海道開発局農業水産部長、 

沖縄総合事務局農林水産部長あて 

一部改正 

令和８年５月11日 ８農振第327号 

農村振興局整備部長から 

地方農政局農村振興部長、北海道開発局農業水産部長、 

沖縄総合事務局農林水産部長あて 

 

平成21年５月28日 21農振第438号 

農村振興局整備部長から 

地方農政局整備部長、北海道開発局農業水産部長、 

沖縄総合事務局農林水産部長あて 

一部改正 

平成21年６月16日 21農振第638号 

農村振興局整備部長 

一部改正 

令和３年４月22日 ３農振第256号 

農村振興局整備部長から 

地方農政局農村振興部長、北海道開発局農業水産部長、 

沖縄総合事務局農林水産部長あて 

一部改正 

令和７年６月30日 ７農振第985号 

農村振興局整備部長から 

地方農政局農村振興部長、北海道開発局農業水産部長、 

沖縄総合事務局農林水産部長あて 

農地農業用施設等災害緊急派遣調査実施規程 農地農業用施設等災害緊急派遣調査実施規程 

第１ 目的 

 本規程は、大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「大規模災害時」という。）に

おいて、農林水産省防災業務計画（昭和38年９月６日付け38総第915号農林事務次官依命通知）に定める被

災情報の収集等のために職員を派遣して行う調査（以下「緊急派遣調査」という。）に関し必要な事項を定

め、農地農業用施設及び農村生活環境施設（以下「農地農業用施設等」という。）に係る被災状況の把握、

被害の拡大防止、災害復旧計画の策定等の迅速かつ円滑な実施を推進することを目的とする。また、大規模

災害時の緊急派遣調査を迅速かつ円滑に行うため、平時において緊急派遣調査の内容等を市町村に説明する

取組に関する事項（以下「平時の市町村への説明」という。）を定める。 

第１ 目的 

 本規程は、大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「大規模災害時」という。）に

おいて、農林水産省防災業務計画（昭和38年９月６日付け38総第915号農林事務次官依命通知）に定める被

災情報の収集等のために職員を派遣して行う調査（以下「緊急派遣調査」という。）に関し必要な事項を定

め、農地農業用施設及び農村生活環境施設（以下「農地農業用施設等」という。）に係る被災状況の把握、

被害の拡大防止、災害復旧計画の策定等の迅速かつ円滑な実施を推進することを目的とする。また、大規模

災害時の緊急派遣調査を迅速かつ円滑に行うため、平時において緊急派遣調査の内容等を市町村に説明する

取組に関する事項（以下「平時の市町村への説明」という。）を定める。 

第２ 緊急派遣調査の内容 

 緊急派遣調査は、初期情報収集、緊急概査及び技術支援とする。 

第２ 緊急派遣調査の内容 

 緊急派遣調査は、初期情報収集、緊急概査及び技術支援とする。 

１ 体制の整備 

  地方農政局農村振興部長（国土交通省北海道開発局にあっては農業水産部農業整備課長、内閣府沖縄

総合事務局にあっては農林水産部農村振興課長（以下「部長等」という。））は、あらかじめ、大規模災

害時に速やかに緊急派遣調査を実施するための体制を整備するとともに、緊急派遣調査のために派遣さ

れる職員（以下「調査員」という。）の候補者の名簿を様式１により作成し、毎年度４月末までに農村

振興局整備部（以下「本省」という。）防災課に報告するものとする。 

また、本省職員の候補者名簿については、本省各課から様式１の報告を受け、本省防災課がとりまと

めるものとする。 

なお、人事異動等により、報告内容に変更が生じた場合には、その都度報告するものとする。 

１ 体制の整備 

  地方農政局農村振興部長（国土交通省北海道開発局にあっては農業水産部農業整備課長、内閣府沖縄

総合事務局にあっては農林水産部農村振興課長（以下「部長等」という。））は、あらかじめ、大規模災

害時に速やかに緊急派遣調査を実施するための体制を整備するとともに、緊急派遣調査のために派遣さ

れる職員（以下「調査員」という。）の候補者の名簿を様式１により作成し、毎年度４月末までに農村

振興局整備部（以下「本省」という。）防災課に報告するものとする。 

なお、人事異動等により、報告内容に変更が生じた場合には、その都度報告するものとする。 
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改  正  後 現  行 

２ 初期情報収集 

（１）目的 

初期情報収集は、大規模災害時において、調査員が農地農業用施設等の被害に関して、今後の技術

支援の必要性の有無の判断等に必要な初期情報を被災地を管轄する地方公共団体（以下「被災自治体」

という。）から直接収集することを目的として実施する。 

２ 初期情報収集 

（１）目的 

初期情報収集は、大規模災害時において、調査員が農地農業用施設等の被害に関して、今後の技術

支援の必要性の有無の判断等に必要な初期情報を被災地を管轄する地方公共団体（以下「被災自治体」

という。）から直接収集することを目的として実施する。 

（２）初期情報収集の実施 

   部長等は、地方農政局等管内（以下「管内」という。）の農地農業用施設等の被害に関する初期情

報を被災自治体から直接収集する必要があると認めるときは、初期情報収集の実施を決定し、調査員

の派遣に関して必要な措置を講ずるものとする。 

   ただし、管内において、震度６弱以上の地震が観測された市町村、大雨特別警報又は氾濫特別警報

が発表された市町村がある場合には、当該市町村に対して初期情報収集を実施するものとする。 

 

（２）初期情報収集の実施 

   部長等は、地方農政局等管内（以下「管内」という。）の農地農業用施設等の被害に関する初期情

報を被災自治体から直接収集する必要があると認めるときは、初期情報収集の実施を決定し、調査員

の派遣に関して必要な措置を講ずるものとする。 

    ただし、管内において、震度６弱以上の地震が観測された市町村、大雨特別警報が発表された市町

村がある場合には、当該市町村に対して初期情報収集を実施するものとする。 

（３）実施内容 

   調査員は、被災自治体において、農地農業用施設等の被災規模、応急対策の必要性、被災自治体の

被害把握や復旧のための体制、被災自治体の要望等に関する情報収集を行い、速やかに部長等に報告

するものとする。 

 

（３）実施内容 

   調査員は、被災自治体において、農地農業用施設等の被災規模、応急対策の必要性、被災自治体の

被害把握や復旧のための体制、被災自治体の要望等に関する情報収集を行い、速やかに部長等に報告

するものとする。 

 

３ 緊急概査 

（１）目的 

   緊急概査は、大規模災害時において、緊急に行う農地農業用施設等の被災状況の把握等に関し、調

査員が施設管理者又は被災自治体（以下「施設管理者等」という。）に支援を行うことを目的として

実施する。 

３ 緊急概査 

（１）目的 

   緊急概査は、大規模災害時において、緊急に行う農地農業用施設等の被災状況の把握等に関し、調

査員が施設管理者又は被災自治体（以下「施設管理者等」という。）に支援を行うことを目的として

実施する。 

（２）緊急概査の実施 

   部長等は、初期情報収集の結果、施設管理者等からの依頼その他の理由により緊急概査の必要があ

ると認めるときは、その実施を決定し、調査員の派遣に関して必要な措置を講ずるものとする。 

（２）緊急概査の実施 

   部長等は、初期情報収集の結果、施設管理者等からの依頼その他の理由により緊急概査の必要があ

ると認めるときは、その実施を決定し、調査員の派遣に関して必要な措置を講ずるものとする。 

  

（３）実施内容 

   調査員は、農地農業用施設等の被災状況、応急対策の必要性等について、緊急の調査を行い、その

結果について速やかに施設管理者等及び部長等に報告するものとする。 

 

（３）実施内容 

   調査員は、農地農業用施設等の被災状況、応急対策の必要性等について、緊急の調査を行い、その

結果について速やかに施設管理者等及び部長等に報告するものとする。 

 

４ 技術支援 

（１）目的 

   技術支援は、大規模災害時において、農地農業用施設等に関する応急対策、災害復旧等に関し、調

査員が施設管理者等に技術的な支援を行うことを目的として実施する。 

４ 技術支援 

（１）目的 

   技術支援は、大規模災害時において、農地農業用施設等に関する応急対策、災害復旧等に関し、調

査員が施設管理者等に技術的な支援を行うことを目的として実施する。 

（２）技術支援の実施 

 部長等は、初期情報収集の結果、施設管理者等からの依頼その他の理由により技術支援の必要があ

ると認めるときは、その実施を決定し、調査員の派遣に関して必要な措置を講ずるものとする。 

（２）技術支援の実施 

 部長等は、初期情報収集の結果、施設管理者等からの依頼その他の理由により技術支援の必要があ

ると認めるときは、その実施を決定し、調査員の派遣に関して必要な措置を講ずるものとする。  

（３）実施内容 

 調査員は、被災した農地農業用施設等についての応急対策の検討・実施、災害復旧計画の検討、観

測・監視等に関して、施設管理者等に技術的な支援を行うものとする。 

    調査員は、実施した技術支援の概要について、速やかに部長等に報告するものとする。 

（３）実施内容 

 調査員は、被災した農地農業用施設等についての応急対策の検討・実施、災害復旧計画の検討、観

測・監視等に関して、施設管理者等に技術的な支援を行うものとする。 

    調査員は、実施した技術支援の概要について、速やかに部長等に報告するものとする。 
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改  正  後 現  行 

５ 実施状況の報告 

  部長等は、緊急派遣調査を実施したときは、速やかに様式２によりその概要を第６の本省の担当窓口

を経由して、本省の設計課長、地域整備課長及び防災課長に報告するものとする。 

 

５ 実施状況の報告 

  部長等は、緊急派遣調査を実施したときは、速やかに様式２によりその概要を第６の本省の担当窓口

を経由して設計課長、地域整備課長及び防災課長に報告するものとする。 

 

６ 関係機関との連携 

（１）部長等は、緊急派遣調査の実施に関し、農村振興局の職員若しくは他の地方農政局等の職員の参加

又は試験研究機関等による支援が必要な場合には、第６の本省の担当窓口を経由して設計課長、地域

整備課長又は防災課長に必要な調整を行うよう要請することができる。ただし、緊急の場合には、部

長等は、第６の本省の担当窓口を経由せずに、直接、本省の設計課長、地域整備課長又は防災課長に

必要な調整を行うよう要請することができる。 

６ 関係機関との連携 

（１）部長等は、緊急派遣調査の実施に関し、農村振興局の職員若しくは他の地方農政局等の職員の参加

又は試験研究機関等による支援が必要な場合には、第６の本省の担当窓口を経由して設計課長、地域

整備課長又は防災課長に必要な調整を行うよう要請することができる。ただし、緊急の場合には、部

長等は、第６の本省の担当窓口を経由せずに、直接、設計課長、地域整備課長又は防災課長に必要な

調整を行うよう要請することができる。 

（２）本省の設計課長、地域整備課長又は防災課長は、（１）の要請等により、緊急派遣調査の支援が必

要であると認めるときは、関係機関と必要な調整を行うものとする。 

（２）本省設計課長、地域整備課長又は防災課長は、（１）の要請等により、緊急派遣調査の支援が必要

であると認めるときは、関係機関と必要な調整を行うものとする。 

第３ 安全確保への配慮 

 調査員は、緊急派遣調査の実施に際しては、危険と判断される場所への立入りを避ける等安全の確保に十

分配慮するものとする。 

 

第３ 安全確保への配慮 

 調査員は、緊急派遣調査の実施に際しては、危険と判断される場所への立入りを避ける等安全の確保に十

分配慮するものとする。 

 

第４ 平時の市町村への説明 

 部長等は、大規模災害時の緊急派遣調査を迅速かつ円滑に行うために、平時において管内の市町村に対し、

緊急派遣調査の内容等を説明する職員（以下「平時説明者」という。）を派遣するものとする。 

平時説明者は、緊急派遣調査の内容のほか、災害復旧事業制度の概要等を説明するとともに、市町村から

大規模災害時の災害業務体制等を聞き取り、別途定める市町村災対情報整理表を作成する。  

  

第４ 平時の市町村への説明 

 部長等は、大規模災害時の緊急派遣調査を迅速かつ円滑に行うために、平時において管内の市町村に対し、

緊急派遣調査の内容等を説明する職員（以下「平時説明者」という。）を派遣するものとする。 

平時説明者は、緊急派遣調査の内容のほか、災害復旧事業制度の概要等を説明するとともに、市町村から大

規模災害時の災害業務体制等を聞き取り、別途定める市町村災対情報整理表を作成する。 

第５ 調査員の位置付け 

 調査員及び平時説明者は、ＭＡＦＦ－ＳＡＴ（農林水産省・サポート・アドバイス・チーム）の構成員と

する。 

  

第５ 調査員の位置づけ 

 調査員及び平時説明者は、ＭＡＦＦ－ＳＡＴ（農林水産省・サポート・アドバイス・チーム）の構成員と

する。  

第６ 担当窓口 

 緊急派遣調査及び平時の市町村への説明の担当窓口は、地方農政局にあっては農村振興部設計課、地域整

備課及び防災課（国土交通省北海道開発局にあっては農業水産部農業整備課、内閣府沖縄総合事務局にあっ

ては農林水産部農村振興課）が行い、本省にあっては設計課調査官（組織担当）、地域整備課農村整備調査

官及び防災課災害対策室長が行うものとする。 

 

第６ 担当窓口 

 緊急派遣調査及び平時の市町村への説明の担当窓口は、地方農政局にあっては農村振興部設計課、地域整

備課及び防災課（国土交通省北海道開発局にあっては農業水産部農業整備課、内閣府沖縄総合事務局にあっ

ては農林水産部農村振興課）が行い、本省にあっては設計課調査官（組織担当）、地域整備課農村整備調査

官及び防災課災害対策室長が行うものとする。 

第７ 附則 

 本規程は、平成 21 年５月 28 日から適用する。 

本規程は、平成 21 年６月 16 日から適用する。 

本規程は、令和３年４月 22 日から適用する。 

本規程は、令和７年６月 30 日から適用する。 

本規程は、令和８年５月 11 日から適用する。 

 

 

 

 

第７ 附則 

 本規程は、平成 21 年５月 28 日から適用する。 

本規程は、平成 21 年６月 16 日から適用する。 

本規程は、令和３年４月 22 日から適用する。 

本規程は、令和７年６月 30 日から適用する。 

  

  



 

農地農業用施設等災害緊急派遣調査実施規程（平成 21 年５月 28 日付け 21 農振第 438 号農村振興局整備部長通知） 一部改正新旧対照表 
（下線部は改正部分） 

4 

改  正  後 現  行 

 

 
【様式１】 

農地農業用施設災害緊急派遣調査員名簿 
【〇〇農政局】 

元号  年  月  日現在 

所属 役職 氏名 
初期情報収集・ 

緊急概査 
技術支援 

査定経験

の有無 

集排等経

験の有無 
備考 

        

        

        

        

        

        

        

注１）初期情報収集・緊急概査の欄には、優先者：◎、対象者：○を記入する。 

注２）技術支援の欄には、対象とする専門分野を記入する。 

注３）集排等経験の有無の欄には、経験に応じて「JARUS」、「本省集排担当」、「局集排担当」と記入する（複数の経

験がある場合は全て記入する）。 

注４）再任用者の場合は備考欄に「再任用」と記載する。また、当該調査員の派遣可能な範囲が局や県単位等に限ら

れる場合は備考欄にその旨を記入する。 

【様式１】 

農地農業用施設災害緊急派遣調査員名簿 
【〇〇農政局】 

元号  年  月  日現在 

所属 役職 職位 氏名 性別 
初期情

報収集 

緊急 

概査 

技術支援 

災害査

定経験 

の有無 

直轄災

害復旧

事業 

の経験 

の有無 

農業集落排

水施設等の

経験の有無 

研修受講状況 資格取得状況 

再任用 備考 

災害復
旧関係 

排水ポ
ンプ車
操作 

ドロー
ン操作 

総合 
調整班 

査定 
研修 

(研修ま

で、習得

まで) 

MAFF- 
SAT 

派遣者
向け研
修 

MAFF- 
SAT 研修
(総合調
整) 

災害応
急用ポ
ンプ訓

練 

普通自
動車運
転免許 

準中型
自動車
運転免
許 

中型自
動車運
転免許 

小型移
動式ク
レーン
免許 

玉掛け
免許 

電気工
事士免
許 

電気主
任技術
者免許 

テール
ゲート
リフタ
ー特別
教育 

                             

                             

                             

                             

                             

                             

                             

注１）調査員名簿の対象者は、農政局等に在籍している全ての農業土木職員及び地質担当職員とする。 

注２）初期情報収集・緊急概査の欄には、優先者：◎、対象者：○を記入する。 

注３）技術支援の欄には、対象とする専門分野を記入する。 

注４）集排等経験の有無の欄には、経験に応じて「JARUS」、「本省集排担当」、「局集排担当」と記入する（複数の経験がある場合は全て記入する）。 

注５）研修受講状況の欄には、直近の受講年度を記載する。 

注６）当該調査員の派遣可能な範囲が局や県単位等に限られる場合は備考欄にその旨を記入する。 
 
 



 

農地農業用施設等災害緊急派遣調査実施規程（平成 21 年５月 28 日付け 21 農振第 438 号農村振興局整備部長通知） 一部改正新旧対照表 
（下線部は改正部分） 

5 

改  正  後 現  行 
  

【様式２】 

農地農業用施設災害緊急派遣調査報告書 

派遣者名簿（MAFF-SAT）延べ人数                       【〇〇農政局】 

災害名：                            元号  年  月  日現在 

月日 局庁別 部門 
派遣先 

目的 所属・官職 氏名 備考 
市町村名 施設名等 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 注）部門欄は、農村振興局関係の職員派遣の場合は「NN 関連」と記載する。 

備考欄には、派遣目的等の補足を記載する。 

 

 

【様式２】 

農地農業用施設災害緊急派遣調査報告書 

【〇〇農政局】 

元号  年  月  日現在 

人・ 

日 

 

局 

 

課（事業所） 

 

役職 

 

氏名 

 

備考 

 月 日 

（ ） 

月 日 

（ ） 

 

‥‥‥ 

         

   

   

   

   

   

         

注）日付欄には、上から「都道府県」、「市町村（県庁のみの場合は、都道府県名）」、「業務内容」、「災害

名」、「特記事項」を記入。６段目には、自動で「○」が入る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 


